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１. 道路通行可否情報の収集

○ 発災後、道路の通行可否情報の提供を
関係者（政府機関、物資輸送機関等）か
ら強く求められたが、今回、実走による情
報収集のみで「通れるマップ」を作成した
ため、作成に労力と時間を要した。
○ 現地の道路状況を把握する装置（カメラ、
等）が光ケーブルの切断やヘリの夜間飛
行不可等により利用することができず、情
報収集に影響が出た。

○ 様々な技術（カメラ・ヘリ・バイク・ドローン・
ETC2.0、民間プローブなど）を組み合せ
情報収集することで、迅速な情報集約を
実施するべきでないか。
○ 被災直後でも道路状況を把握する装置の
データが途切れないようリダンダンシーが
確保された情報収集の仕組を整備すべき
でないか。

課題

図-3 ＥＴＣ２．０マップ

今後の対応についての論点

写真-2 ドローン

図-1 通れるマップ

・道路管理者が実走により確認し作成。
（発災後16時間後の4月16日17時初版）
・関係機関とも情報を共有し、災害対応
の初動対策に利活用。

図-2 ITV配置図

・国道５７号の法面崩壊に伴い光ケー
ブルが断線。
・カメラ映像が見られない等情報収集
に影響。

写真-1 ITV映像

図-4 民間プローブマップ

写真-3 バイク隊(北陸地整の例)
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□災害時の通行可否の情報収集

□災害時の情報収集に有効と思われるツール

ITV配置図通れるマップ

4/16(土) 17時現在

×のり面崩壊

通行可

光ケーブルの
切断

通行可

通行可



２．道路構造物の被災・応急復旧

○ 緊急輸送道路の橋梁及び緊急輸送道
路を跨ぐ橋梁に被害が生じ、早期復旧
できない事例がみられた。
○ 水平方向の抵抗力を受け持たないロッ
キング橋脚を有する特殊な橋梁が落橋
した。
○ 集水地形等の盛土の崩壊や切土法面
の崩壊、道路区域外からの落石や岩
盤崩落が発生した。

○ 緊急輸送道路の橋梁及び緊急輸送道
路を跨ぐ橋梁について、耐震補強等を
加速化すべきではないか。
○ ロッキング橋脚を有する他の橋梁につ
いて、適切な耐震補強または撤去を実
施すべきではないか。

○ 緊急輸送道路において、集水地形上の
盛土等に対し、点検を実施して必要な
対策を講じるべきではないか

○ 道路区域外からの落石等に対し、制度
見直しを含めた検討が必要ではないか

課題

今後の対応についての論点

□ 緊急輸送道路の橋梁等の被害

写真-6 熊本高森線
（桑鶴大橋）

写真-8 ロッキング橋脚を有す
る橋梁の落橋（府領第一橋）

写真-7 九州自動車道を
跨ぐ跨道橋（神園橋）

□ 特殊な構造を有する橋梁の被害

ロッキング橋脚

ヒンジ構造

支点部の損傷 橋脚の傾斜支承損傷による桁の変形

写真-5 九州自動車道
（木山川橋）

図-6 想定される落橋
メカニズム（平面上部より）

図-7 想定される落橋メカニ
ズム（橋軸直角方向より）
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基礎地盤の崩壊 基礎地盤の沈下

写真－9 国道443号（益城町）

□ 盛土崩壊

写真－10 九州自動車道（益城町）



３．占用物件等の被災

〇電柱の倒壊、傾斜により、救急救援活動
や救援物資の輸送、復旧作業に支障

〇地下埋設占用物件の液状化によると考
えられる変状

〇道路の防災性の向上の観点から無電柱
化の推進が重要ではないか

〇液状化の影響を受ける占用物件に対す
る対策について検討が必要ではないか

〇緊急輸送道路における電柱の占用制限
を進めるべきではないか

〇無電柱化が実施されるまでの間、地震等
の災害が発生した際、関係者が被害情
報を共有する仕組みが必要ではないか

電柱の被害による支障の具体例

〇傾斜した電柱や垂れ下がった電線により、道路が塞がれて、消防車や救急車が入れず、徒歩や迂回を余儀なくされた
〇傾斜した電柱により、トラック等の通行できない箇所が多数発生し迂回を余儀なくされた
〇倒壊電柱・電線により、ガレキの撤去ができない箇所が多数発生した

課題

今後の対応についての論点

□ 電柱の被害状況（益城町付近の例）

写真-13 無電柱化区間（被害なし）

県道２８号（緊急輸送道路）

県道２８号（緊急輸送道路）

写真-12 電柱の傾斜

益城町役場付近

写真-11 電柱の倒壊

□ 無電柱化された区間の状況 標識の状況

国道４４３号（緊急輸送道路）

写真-14 標識（被害報告なし）
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４．応急復旧活動の支援

○ 自治体が管理する道路においても、
応急復旧作業を国の職員で組織され
たＴＥＣ－ＦＯＲＣＥが対応

○ 大規模な土砂崩落により県管理の阿
蘇大橋（国道325号）や俵山トンネル
(県道28号)、村管理の阿蘇長陽大橋
等を国が代行する復旧工事につい
て、高度な技術的判断をするために
常駐できる職員が不足

○ ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥが安全かつ迅速
に応急復旧活動できるよう、法制化
するなど位置づけを明確化する必
要があるのではないか

○ 代行事業を効率的に遂行するため
の体制を整える必要があるのでは
ないか

課題

写真-16  俵山トンネル(県道)
たわらやま

写真-15 阿蘇大橋（国道３２５号）今後の対応についての論点

5写真-17 阿蘇長陽大橋（村道）
あ そ ちょうよう



５. 特殊車両通行許可手続き

○ 被災地を発着する特車については、整備
局では最優先で審査するよう措置したが、
被災自治体では審査を中止せざるを得な
い状況

○ 長大トンネル等ではタンクローリーの通行を
禁止しているが、災害時の迅速なエネル
ギー輸送を確保するため、通行規制の緩
和について要望

○ 被災自治体が管理する道路を含めて、特
車審査を国において一元的に行えるよう、
センシング技術で収集した道路幾何構造
等の電子データを活用した自動審査システ
ムを強化するべきではないか

○ 災害時については、前後誘導車付（エス
コート付）であれば、長大トンネル等のタン
クローリーの通行を可能とすべきではない
か

□ 特殊車両通行許可の手順

手作業中心の通行審査から、幾何構造や橋梁に関する電子データを活用し

た自動審査システムの強化を図り、審査を迅速化する。

ＩＴを活用した
交差点形状等
の電子データ
の収集

（現在の電子化率：約１３％）

□ 電子データを活用した自動審査システムの強化

幾何構造 橋 梁

橋梁点検等で
収集した電子
データ等の活用

道路の種別 行政機関名

県管理の国道、
県道

熊本土木事務所、宇城地域振興局、上益城地域振興局、菊池地域振興局、阿蘇地
域振興局、芦北地域振興局、八代地域振興局

市町村道
熊本市、宇土市、宇城市、美里町、御船町、嘉島町、益城町、甲佐町、山都町、菊池
市、合志市、大津町、菊陽町、阿蘇市、南小国町、小国町、産山村、高森町、南阿蘇
村、西原村、芦北町、水俣町、津奈木町、八代市、氷川町

経路が２以上の道路管理者にま
たがる場合、協議を行う

※通行にあたっての障害情報のデータ
ベースが整備されている道路について
は、国で一元的に審査が可能

申請者

道路管理者
による申請受理

道路管理者
による審査

（データベースによる確認※）

必要な条件の付与

他道路管理者
による審査

許可証（許可期間：２年間）

申請者

□ 被災により特車審査を中止した自治体

課題

今後の対応についての論点

図-8 特殊車両通行許可手順

表-1 特車審査を中止した自治体

6図-9 交差点形状図 図-10 橋梁断面図

主桁

床板
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６．関係者間の連携による渋滞対策

○ 発災後に物資輸送のための渋滞対
策を行う現地体制の構築に遅れ
※4/15 18:00に現地調整会議を設置

○ 渋滞対策を効果的に実施するため、
平常時からの渋滞状況も踏まえ、迂回
路の設定やITを活用した情報収集・提
供装置（WEB簡易カメラ、可搬式電子
情報板）などの確保を行っておくべき
ではないか

課題

今後の対応についての論点

○ 渋滞状況を踏まえた、動的な迂回誘
導を行うための情報収集・提供装置な
どの準備が不十分

○ 災害時に渋滞対策を行う現地体制
（整備局、警察、自治体、高速会社
等）をあらかじめ決めておく必要がある
のではないか

○利用ICの誘導による熊本市内への流入分散等を
４／１８から実施

渋滞状況

渋滞対策

○地震により、国道３号を中心にした渋滞のピークは４／１７

（時間/12h）

【熊本市中心部における渋滞時間の推移】
4/18～ 利用IC誘導による市内への流入分散等

4/19～ 物資輸送車両等の通行可能

4/29～ 一般開放

※２

※２

地震前 地震後

※１：渋滞時間＝道路延長（主要地方道以上）÷（1/実際の旅行速度－1/基準旅行速度）×12h（昼間）
ETC2.0のデータを集計

※２：九州自動車道（植木IC～益城空港熊本IC）

約70％改善

写真-18 南関IC付近可搬式電子情報板

写真-19 菊水IC付近可搬式電子情報板

※１

★4/15
現地調整会議
を設置

【周辺IC等からの迂回誘導】

南関IC

菊水IC

八代IC

熊本IC

植木IC

325１３

325１３

325１３

325１325

325１443

325１443

325１57

325１501

熊本市

熊本市役所

熊本県庁

阿蘇くまもと空港

通行止め
九州自動車道
（植木IC～八代IC）
※４／１８時点

：国道３号の迂回路
（熊本市内への流入分散）

図-11 日別渋滞時間

図-12 迂回誘導図 ７



７．観光事業者等への情報提供

○ 熊本や大分の観光地や温泉街は、インフラ
が概ね問題のない地域でも、風評被害によ
り観光客が激減し、経済に大きなダメージ

○ 被災や風評被害により減少した観光客の
回復を支援する施策が必要ではないか

※７月１５日～ 九州の高速道路における
観光周遊割引を実施予定

課題

今後の対応についての論点

○ 災害時において観光地へのアクセスルート
や通行可否情報を整理し、観光事業者等
に提供する体制をあらかじめ決めておく必
要があるのではないか

九州全体で７０万泊を超える宿泊キャンセル※
※ H28熊本地震九州観光復興に関する緊急要望より

図-15 熊本県観光サイト なごみ紀行

６月２日

５月８日時点

発災後

図-13 黒川温泉観光旅館共同組合ＨＰ

＜施設ごとにそれぞれアクセスルート情報をＨＰ等で提供＞

図-14 道の駅 きくすいＨＰ
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＜統一の阿蘇方面への迂回路マップを提供＞



８．ネットワーク機能の確保

○ 熊本県では、緊急輸送道路が約２千km
指定されているが、５０箇所で通行止めが
発生

○ 阿蘇地域では、東西軸の緊急輸送道路
である国道５７号と県道熊本高森線が同
時に通行止めとなり、熊本地域からの救
援・物資輸送が困難となった

○ 応急復旧に必要な資機材の融通がうまく
いかず、応急復旧に時間を要した

○ 緊急輸送道路が具備すべき要件を見直
し、国が積極的に関与して、集約化・重
点化を図るとともに、計画的な整備・管理
を行っていくことが必要ではないか

○ 九州東西軸を戦略的かつ効果的に強化
していく必要があるのではないか

○ 道路管理者をはじめとする資機材保有者
間の情報共有を徹底し、迅速に資機材
の融通等をするための仕組みが必要で
はないか。

課題

今後の対応についての論点

熊本

大分

阿蘇

九州の東西軸の強化が必要

県道熊本高森線
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□九州幹線道路ネットワーク

□ 緊急輸送道路の通行止め箇所

延長約９５ｋｍ

延岡

図-17 九州幹線ネットワーク図

図-16 緊急輸送道路の通行止め箇所図

図-18  九州東西軸図


